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二

パキスタ ン経済の近況

済年報』 (EronomicSw•、uey, 1965-66)の枠を出るもの

ではなかった。このことは，他の数人の経済問題担当官

および工業省 (Ministryof Ind us tries)での面会者との

インタビューについても，多かれ少なかれ，あてはまる

ものであった。
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1947年の分離・独立以来，ながらくパキスタンの首都

はカラチであった。軍事政権成立の翌年の1959年になっ

て，首都はカラチから現在のラワルヒ ン゚ディに移された。

このラワルヒ゜ンディも，近くその郊外に建設中のイスラ

マバードに，首都の座を明け渡すことになっている。中

央政府の本拠がこのように転々としている一方で，、川政

府の本拠がまた西のラホールと，東のダッカの 2カ所に

ある。建設中のイスラマバードをも含めて，これらいず

れの都市にも，なんらかの政府機関や経済開発関係の組

織がある。外国からの訪問者がとまどうことは，今どの

機関がどの都市にあるのかを，官吏ですら知らないこと

だ。過渡期とはいえ，このように行政機構が散在してい

ることが，この国の開発にと っての一つの阻古条件にな

っている， といえるのではないだろうか。

最初の訪問先である大蔵省経済諮間）...,}(Economic 

Advisors Wing, Ministry of Finance)は，カラチから

ラワルヒ゜ンディに移って，エレベーターのない 4階建て

のナショナル・バンク ・オブ・パキスタンの 4階にあった。

局長のクレシ博士 (Dr.A. I. Qureshi)と，数人の中

堅官吏に会う。一一博士は，この国の著名なエコノミス

トである。 1910年に生まれ，パンジャブ大学卒業後トリ

ニティ ・カレッジに学び，第2次大戦終了までの10年間，

ハイデラバードのオスマニア大学の経済学部長をつとめ

ていた。独立直前のインド大蔵省にはいり，パキスタン

の分離とともに新国家の経済政策立案の主要メンバーに

抜てきされ， 1961年以降は，この国の大蔵省経済諮問局

の最高責任者として，国家予算の編成および『経済年報』

の作成を担当している。この間，サウジアラビア政府に

招かれて同国の経済顧問をつとめ，また IMFの中東局

顧問としてワシントンに生活した。

博士は，インタビューの冒頭において，自分の見解は

同時に政府の見解であり，それは『経済年報』その他の

資料に述べられているものである，と言われた。事実，

インタビューは，さきごろ発表された 1965/66年度『経
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クレシ博士を初めとして，面会者たちはいずれも，最

近のパキスタンの経済が全体として順調な発展を続けて

おり，ある意味ではめざましい発展を示している，と強

調する。たとえば，第2次5カ年計画期(1960~65年）の

国民総生産は，頭初の目標であった24％をこえて30.4%

の増大を記録した。それは，この期間の経済成長率が，

年平均5.5%であったことを意味している。第3次5カ

年計画の第1年度である昨年度 (1965/66)の国民総生産

は， 一昨年度に比べ，推定4.8%の増大を記録した。こ

の成長率は，上に述べた第2次計画期中のそれに比べれ

ば低下しているが，昨年7月に予定されていた対パ債権

国会議のとつぜんの延期や，例の 9月のカシミール紛争

とそれに統く国家非常事態宜言の布告といった一連ので

きごとを考慮するならば，すぐれた実績であるといわな

ければならない， と。

農業生産については，国内総生産に占めるその比重は，

年々低下している。16年前の 1949/50年度には，その比

率は59.9％であ ったが，昨年度は推定46.5％にまで下が

ってきた。個々の農産物の生産状況については，まだ最

終結果は得られていないが，一昨年度に比べ，食椙作物

では若干の減収，商品作物ではかなりの増収が見込まれ

ている。一昨年度の農業生産および耕地面積は，その前

年度に比べ，それぞれ 3％および4.1％の増大であった。

昨年度は，結局，生産高では前年度の増加率を下回り，

耕地面積ではほぼ同じ増加率と推定されている。このよ

うに， 昨年度の農業生産が停滞ぎみであったのは，天候

不調とサイクロンの被害に基づくものであり，西パキス

タンでは小麦，東パキスタンでは米作が減収した。とく

にラビ麦（冬作麦）はかんばつの影響を受け，収穫高は

350万トン前後と予想されている。パキスタンでは，全

人口の85％が農業生産に従事しているが，食糧自給はい

ぜんとして達成されていない。毎年， 食糧消費拭の約10

％が輸入と援助に依存している。本年度の見通しでは，

200万トンを越える食糧輸入が必要と思われる。インド

にみられるような食糧問題は存在しないが，輸入量の増

大はそれだけ貨重な外貨の減少を意味する。また，不足
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に基づく主要穀物の価格騰貴が，他の物価騰貨に波及す

るおそれがある。食糧増産は，単に人口問題との関連に

おいてでだけでなく，開発計画の成功を左右する重要な

要素である。

工業生産については， 1959/60年度を 100とすれば，

1963/64年度は181.3,1964/65年度は201.7という指数が

得られる。業種別ではジュー ト紡績，製糖，製紙，硬化

植物油 (HydrogenatedVegetable Oil)の分野での生産

増大が著しかった。国内総生産に占める製造工業の比重

は， 16年前の5.8％から昨年度の 11.6％へと，ちょうど

2倍に高ま った。とくに大規模工業Itl:1)と小規模工業の

比重は逆転し，上記の11.6％の内訳は大規模工業生産が

7.9%，小規模工業生産が3.7％となっている。第3次5

カ年計画では，工業生産の年平均成長率を10.2％と推定

し， 1970年までに国内総生産に占める工業の比重が14%

に達すると計算している。

工業開発に不可欠の要素として， パキスタンでは外国

援助の問題がつねに大きな経済的 ・政治的問題としてと

りあげられる。工業部門に対する外国援助は，第2次計

画中に 9億8050万ドルに達した。このうちアメリカが全

体の43.7%，世銀が14.4%，日本が13.4%，そして西ド

イツが11.2％を出資し，これらで全体の 8割以上を占め

た。一方，民間外資については， 1962~64年の 3カ年間

に， 2億8150万Jレヒ ー゚の流入が記録された。それは，年

平均9380万Jレヒ ー゚に当たり， 1961~63年の年平均額7960

万ルヒ ー゚に比べて 2割近くの増大となうている。このう

ち工業関係の外資輸入は全体の38.9%，商業が21.9%,

建設が13.6%，そして鉱業が11.6％を占めている。投資

国別では，イギリスが総額の45％を占めていぜんとして

首位に立ち，アメリカが29.6％でこれに続いている。こ

の2カ国で，全体の75％を独占している。投資種類別に

みると，現金の形態が18.8%，資本財が45.4%，そして

再投資利益が35.9％である。

外国貿易については，経済開発の促進のための輸入自

由化の動きを反映して，数年来，赤字幅が急激に増大し

ている。しかし昨年度は，輸入の増大に比べ輸出の増大

が大きく，当初9カ月間についてみれば貿易収支の逆調

幅は小さくなっている。輸入の伸びがやや鈍化している

のは，債権国会議開催の延期によ って外貨の入手が困難

になり，かつ非常事態宣言によ って不要不急の物資の輸

入が制限されたためである。事実，紛争直前までは増加

傾向にあった自由化品目リストは，紛争後56品目から一

挙に31品目に縮小されている。過去数年のパキスタンの

第 1表 貿易収支 （単位 ：億Jレビー）

年度 ＇ 
I 1963/64 

輸
輸盃

ハラ｀ノス 1

（注） ＊当初 9カ月間。
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貿易収支と輸出品の構成は，第 1,2表のごと くである。

輸出品構成のうち飲食料とあるのは，茶，魚類，米，

果実製缶などである。また， 4大輸出品である原料ジュ

ート，ジュート加工品，綿花，綿糸布で，いぜんとして

毎年の輸出総額の70~75％が占められている。昨年度の

輸出額は，上記のように当初9カ月間の集計しか得られ

ていないが，ーII乍年度における同期間の輸出額である

18.2億Jレヒ ー゚に比べ， 12.8%も増大していること からみ

て，，輸出額の最終結果は 27.5億Jレビー (5.8億ドル）近

くにまで達するであろうと期待されている。もしこれが

実現ずれば，分離 ・独立以来の記録的額である朝鮮戦争

時 (1950/51年度）の輸出額25.5億Jレヒ ー゚を， 初めて上回

ることになるだろう（注2)。

貿易収支の逆調の大きさに比べ，国際収支は，外国援

助の流入によ って現在のところはバラ ンスはとれている

とのこと。1964/65年度のそれは受取60.7億J・レヒ ー゚，支

払い61.3億Jレピ ーであり，赤字幅は6000万ルヒ ー゚である。

パキスタ ンの金 ・外貨準備は，昨年6月末現在で9.5億

}レピ ー， 12月末で9.9億ルヒ ー゚，本年3月末で 12.6億Jレ

ピー(2.7億ドル）と増加を続けている。これは，これま

での最低額であった1954年6月末の6.3億Jレヒ ー゚に比べ，

ちょうど 2倍の規模になっている。物価については，卸

売物価は1964/65年度における7.8％の増大が，昨年度は

4％の上昇にとどま った。生計費指数は， 1964/65年度

はカラチの場合4.26％と上昇したが，その他の地域では

おおむね 2％以下であった。

（注 1) 大規模工業とは， 1934年の工場法に基づい

て登録を義務づけられた工場。動力 を使用し，労働者

20人以上の規模の工場をさす。

107 



--一～―-現地報牛—-·--------------?--.,.—--------―`…＾--..,.--.,._--9--9---―`-- ✓ロ

（注 2) その後の中央統計局の最終発表によると，

1965/66年度 のバキスクンの輸出総額は27億2000万ル

ピー (5億7300万ドル）である。

III 

ラワルヒ゜ンディでの面会者に共通した条件は，いずれ

も現政権の経済政策立案に関係する立場にある，とい う

ことである。したがってその応答は，多かれ少なかれ，

パキスタン経済の現状の肯定と弁護にあったことは，否

めない。その他の関連質問に対する各人の応答も，若干

ニュアンスの相違はあったが，基本的には一致していた。

パキスタンの工業が紡績工業によって代表されている

ことは事実であるが，工業構造の変化にも注目する必要

がある。現在では多様な工業が設立されており，とくに

PIDC（パキスタン産業開発公社）によ って， 大規模工

業の開発が着実に進められている。これらの大規模工業

は，製鉄，化学，セメント，造船，機械，製糖，製紙，

紡績，薬品，天然ガス開発などの広範囲にわたっており，

単に工業生産の増大に寄与しているだけでなく，新規労

働者の雇用，技術水準の引上げ，国内資源の開発，国内

市場の拡大などを約束している。むしろパキスタンのエ

業は，すでにこれらの重化学工業化をいっそう促進すべ

き段階に至っている， と考えられる。その実現の可能性

にはいろいろな条件が考えられるが， とくに外国資本の

導入とパキスタンの民間資本家の意欲が鍵である。

PIDCの設立目的は，民間資本が種々の理由によ って

進出を行ないえないでいる大規模工業の分野に政府資金

を投下して，あらたに工業を興こし，完成後は順次民間資

本に払い下げることにある。したがって政府としては，

PIDC工場の払下げを希望する民間資本は，いずれも歓

迎する。払下げが一部の民間資本に集中するという批判

は，たぶんに印象批評であって数字の裏付けを欠いてい

る。むしろパキスタン経済の現状は独占的でも寡占的で

もなく，広範囲にわたる競争的素地が残されている。あ

る産業における製品価格が，独占価格として批判の対象

になることがあるのは，事実である。しかし，そのよう

なケースはきわめてまれであり，政府は国民の利益のた

めにつねに十分の監視を行なってきている。パキスタン

は国が若く，資本家といわれる人たちは同時に有能な企

業家であり，かつ国際感覚を身につけたインテリである

場合が多い。かれらは再投資に意欲的であり，きわめて

生産的である。工業化の初期の段階にあっては，いずれ

の国においても，こうした多オな意欲的な企業家が指溝
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的な役割を果たしてゆくよ うに思われる。

外国援助の受入れに関しては，なんら政治的な考慮は

払わない。パキスタンにと って有利な借款条件であれば

ヨーロッパや北アメリカ，日本からと同じく，東ヨーロ

ッパや中国からの借款も歓迎する。昨年，中国との間に

6000万ドルにのぼる借款協定が結ばれたC, これは第3次

5カ年計画期間中に，順次使用される予定の総枠である

が，内容的にはプロ ジェクト援助と商品援助を含んでい

る。そのうち本年5月までに1084万ドル分の商品輸入が

行なわれている。残額のうち3000万ドルは PIDCを通じ

て西パキスタンに重機械工業を，東パキスタンに製紙工

場を，それぞれ建設するよう交渉中である。この中国と

の借款協定は，時期的にみて，昨年のアメリカによる偵

権国会議の開催延期と前後したため，一部には政治的な

意味を憶測するむきもある。しかしこれは，中国の供与

条件が無利子，返済は1975年から1985年の10年間に，か

つパキスタ ンの各種商品輸出によ って返済すればよいと

いう，欧米諸国に比べて著しく有利な条件であったから

であり，その他の特別な意味はもっていない。中国がな

んらかの付帯条件をつければ，パキスタ ンはこれを受け

入れないであろう。とは言え，現実に有力なメ ンバ一国

の政治的圧力によって債権国会厳が延期されたという苦

い経験からいって，パキスタンは新規の援助供与国の開

拓に努力する必要がある。たとえば，昨年度（第3次5

カ年計画第1年度）の対パ債権国会議の援助予定額は5

億ドルであったが，会議開催の延期とカシミール紛争に

よって大きく予定が変わった。パキスタンは，結局アメ

リカを除く他の主要メンバー国と，個別に借款協定を結

び，合計で2.57億ドルのコミットメントをとりつけた。

このときパキスタンは，非メンバ一国に初めて積極的に

働きかけ，ユーゴ， チェコ，ソ連，スウェーデン，デン

マークから，合計で 1億ドル近くのコミットメントをう

ることに成功した。今後ともパキスタンは，このように

純経済ベースの援助とりつけと，援助国の多極化とにい

っそう努力することになるだろう。

昨年度の経済成長率が4.8%を記録した一方では， 人

口の自然増加率が2.9%と高水準を続け，結局 1人当た

り国民所得は1.9％の増大しかみられなかった。 1.9％の

増大ということは， 365Jレヒ°ー (76.8ドル）から372/レヒ゜

- (78.3ドル）への変化であり， それは 1人当たり 1.5

ドルの増大しか意味しない。パキスタン経済の長期予測

(Long-Term Perspective Plan)では，国民総生産の伸

びと人口増加率は第3表のように推計されている。
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第 3表 長期予測，年平均（％）

I 1960~65 1196~ I 1975~80 
経済
成長率 | 5.2 I 6.5 I 7.3 1 7.5 
人口 | ――--
増加率 2.6 I 2.1 1 2.s I 2.6 
•一ー・

人口問題は，最近の世界的な食橿不足との関連もあっ

て，パキスタンにとっての解決すべき最も重要な課題の

一つである。中央統計局の推定では， 1965年現在で東西

パキスタンの合計人口は，すでに 1億1200万人に達して

いると考えられており， 長期予測の平均値である 2.6%

を基準にしても， 19年後の1985年には，人口は 1億8700

万人に達することは確実とみられている。現在，政府が

行な っている多様な家族計画の実施が効果を現わさず，

自然増加率が現在の水準を維持するならば，パキスタン

の総人口は1985年までに，現在の2倍に達することにな

るだろう。政府は多様なキャンペーンを展開することに

よって，家族計画の普及に熱を入れている。しかし，東

西平均の文盲率が85％であるこの国では，閉鎖的な農村

社会，コミュニケーショ ン・メディアの欠如，宗教的規

範，児童労働に対する需要の存在，早婚の習慣，大家族

主義といった阻害条件によって，家族計画の普及はきわ

めて遅々としている， とのことであった。

〔付記〕 本稿は，筆者が昭和41年7月下旬に行なった

ラワルピソプイ ，およびペシャワ ール地区の訪問調査復

命書の抜すいである。

（海外派逍員）

—在カラチー

インドにおける経済計画の理論

ー一 研究参考資料第 109集

片野彦二著

インドにおける経済計画の理論的基礎

補論 1 インドにおける経済計画立案の背景

補論 2 第 1次5カ年計画のフ゜ラン ・モデル

補論 3 第2次5カ年計画作成にあたってのビジョ ン

補論 4 マハラノビスの成長モデル

補論 5 マハラノビスの成長モデルに対する批判，その 1 需要面の導入

補論 6 マハラノビスの成長モデルに対する批判，その 2 生産係数の一定性の仮定について

補論 7 マハラノビスの投資配分モデルの数学的構造

補論 8 マハラノビスの投資配分モデルの統計的基礎

補論 9 マハラノビスの投資配分モデルに対する批判，その1 需要面の考慮に関する議論

補論10 マハラノビスの投資配分モデルに対する批判，その2 極大化原理の無視に関する議論

補論11 第3次5カ年計画のためのプラン ・モデルの数学的構造

補論12 第 3次5カ年計画のためのフ゜ラン ・モデルの統計的基礎

モデル(a)

モデル(b)

モデル(c)

補論13 第3次5カ年計画のための最もフ ロ゚ージブルな状況の設定

モデル(a)

モデル(b)

モデル(c)
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